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 今、議論の簡単化のため、生産に伴って環境汚染を排出する X 財と環境汚染を排出し
ない Y 財の 2 つの産業を持つ自国と外国が、リカード的な比較生産費説が成立する世
界において、X 財と Y 財の貿易を行っているものとする。さらに、X 財の生産単位あた
り環境汚染排出量は技術的に自国の方が外国より小さく、また、自由貿易の下では自国
が X 財に比較優位を有し、自国が X 財を輸出し Y 財を輸入する一方、外国は X 財を
輸入し Y 財を輸出しているものとする。このとき、自国政府が汚染排出量を減少する目
的で自国における X 財の生産に環境汚染税を課すと、自国の X 財産業が比較優位を失




























































































































































































オレウィラー (1993) のモデルを批判的に検討する 。 2
  マルクセン、モーレイとオレウィラー (1993) は、ブランダ－とクラグマン (1983)、














  税を発表し、それを企業が生産プラントを建設し、その生産プラントを 
   用いて生産を行い貿易を完了するまで維持する、 
である。 
 前節において言及したように、これらの前提の内、a と b は本研究においても採用さ
れる尤もな前提であるが、c と d は本研究において修正される前提である。けだし、前






 さらに、上で示した前提 a～d に加えて、マルクセン、モーレイとオレウィラー (1993) 
は、 
e. 企業特殊的費用，プラント特殊的費用，財生産の限界費用、及び財の輸  




論は前提 c, d, e に大きく依存しているので、彼らの結論の現実適用性は、これらの前
提 c, d, e が現実性を失うならば大きく損なわれる。 















 同様の推論は、前提 e を一層現実的に修正したケースでも成立するが、それに関する
詳細な議論の繰返しは、本質的でないので省略する。しかし、これらの議論は、マルク












国籍企業とは、自己の意思決定を担う親企業 (親会社とも言う) を自国 (外国) に持ち、




























































  及び                   (1) ( )Zpp = ( ) 0' <Zp
で表される。ここで、  は自国価格、p Z  は自国市場における総供給量 (= 総販売量)で
あり、自国親企業の自国内供給量 (= 自国内販売量) X 、外国親企業の自国への輸出量 *T 、
及び外国子企業の自国内生産量 (= 自国内販売量) *Y  の合計であり、当該財の自国消費
量 (Z  = X  + *T  + *Y ) に等しい。 
 他方、外国市場の逆需要関数は、 
    ( )∗∗∗ = Zpp   及び   < 0,               (2) )( **' Zp
で与えられる。ここで、  は外国価格、∗p *Z  は、外国親企業の外国内供給量(= 外国内
販売量) *X 、自国親企業の外国への輸出量 T 、及び自国子企業の外国内生産量 (= 外
国内販売量) Y  の合計である。それ故、 *Z  は外国市場での総販売量であり、当該財の
外国消費量に等しい (以下、 * の付いた変数は、自国と同じ意味を持つ外国の変数を表
すものとする)。 
















 さて、自国多国籍企業の親企業と子企業の生産単位当り費用をそれぞれ  と c  とす
ると、自国親企業と自国子企業の生産費用は、それぞれ自国親企業の生産量 ( )
C
TX +  と







                                      (3) 
で表される。ただし、ここで、C  と  は、共に正定数である。同様に、外国多国籍企
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の輸出費用を g  とすると、当該企業の輸出量 T  との関係は、輸出費用関数 
      ,  ( )Tgg = ( ) ,0' >Tg   ( ) ,0" >Tg                        (5) 
で与えられる一方、同様の推論より、外国親企業の輸出費用  と輸出量 *g *T  の関係は、
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輸出費用関数 



























政府が自国親企業と外国子企業に課す生産単位当り環境汚染税をそれぞれ t  と τ 、そ
して外国政府が外国親企業と自国子企業に課す生産単位当り環境汚染税をそれぞれ  
と  で表すと、自国の多国籍企業が自国政府と外国政府に支払う環境汚染税額は、そ




( )TXt + Y∗τ




 前項の議論を考慮すると、自国の多国籍企業の利潤 (= 自国親企業と自国子企業の結
合利潤) Π は、自国親企業の利潤 ( ) ( )TYTXpXYTXp +++++ ∗ ***  
( ) ( ) ( )TXtTgTXC +−−+−  と自国子企業の利潤 ( )YYTXp ++∗ * YcY ∗−− τ  の合計で
あり、次のように定義される。すなわち、 
     ( ) ( )( )YTYTXpXYTXp ++++++=Π ∗ ***       
                          ( ) ( ) ( ) .YTXtTgcYTXC ∗−+−−−+− τ         (7)    
である。ここで、第１項と第 2項の和は自国の親企業と子企業の販売収益の総計、第 3 項
と第 4 項は、それぞれ自国の親企業と子企業の生産費用、第５項は自国親企業の輸出費
用、そして、第 6 項と第 7 項は、それぞれ自国の親企業と子企業の環境汚染税支払額で
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ある。明らかに、自国多国籍企業の利潤は、当該企業の決定変数である自国親企業の自
国内販売量 X , 自国親企業の輸出量 T 、及び自国子企業の生産量 Y  のみならず、ラ
イバルである外国多国籍企業の決定変数、すなわち外国親企業の外国内販売量 *X  と 
*T 、及び外国子企業の生産量 *Y  にも依存する。 
 このとき、もし両国政府による環境汚染課税が存在しなければ、自国多国籍企業の利
潤の定義式 (7) から環境汚染税支払いを示す第 6項と第 7が消去され、自国の多国籍企
業は、環境汚染に何ら注意を払うことなく生産量と輸出量を決定することがわかる。 
 他方、上と同様の議論により、外国企業の利潤 *Π  は、  
     ( ) ( )( )******** YTYTXpXYTXp ++++++=Π       
                    ( ) ( ) ( ) .*********** YTXtTgYcTXC τ−+−−−+−       (8) 
と定義される。ここで、(8) の右辺において、第１項と第 2 項の和は外国の親企業と子
企業の販売収益の総計、第 3 項と第 4項は、それぞれ外国の親企業と子企業の生産費用、
第５項は外国親企業の輸出費用、そして、第 6 項と第 7 項は、それぞれ外国の親企業と
子企業の環境汚染税支払額である。 
 ここで、(7) のケースと同様の推論を (8) に適用すると、外国の多国籍企業の利潤は、
当該企業の決定変数である外国親企業の外国内販売量 *X , 外国親企業の輸出量 *T 、
及び外国子企業の生産量 *Y  のみならず、自国親企業の自国内販売量 X  と T 、及び
自国子企業の生産量 Y  にも依存することが明らかである。また、両国政府による環境
汚染課税が存在しなければ、外国多国籍企業の利潤の定義式 (8) から環境汚染税支出額










販売量 X  と輸出量 T 、及び自国子企業の生産量 (= 外国内販売量) Y  を決定するの
である。従って、自国多国籍企業の利潤最大化の第一階の条件は、  
                                     (i) ( ) ( ) ,0' =−−+ CtZpXZp
      ( )( ) ( ) ( ) ,0'*' =−−−++ ∗∗∗ CtTgZpYTZp                       (ii)  (9) 
      ( )( ) ( ) ,0*****' =−−++ τcZpYTZp                           (iii) 
で与えられる。そして、第二階の条件は、ヘッシャン H が負定符号であることであるが、
これは常に成立する。ただし、ここで、 
    ( ) ( ),2 '"11 ZpXZpD += ( )( ) ( ) ( )TgZpYTZpD "**'**"22 2 −++= , 
   ( )( ) ( )**'**"333223 2 ZpYTZpDDD ++===   
とすると、ヘッシャン Hは、  




























 ( ) ( ) 0'" <+ ZpXZp  及び ( )( ) ( ) .0**'**" <++ ZpYTZp                (10) 
が成立し、それ故、自国多国籍企業の反応曲線は、全て負の勾配を持つのである。もっ
とも、(10) は、自国と外国の需要関数が共に線形のケース、すなわち、  及び ( ) 0" =Zp
( ) 0**" =Zp  が成立するケースでは常に成立する。 
 同様の推論により、外国多国籍企業は、第 2 ステージにおいて、両国政府による環境
汚染税の決定水準と自国の多国籍企業の決定変数を所与として、(8) で定義される自己
の利潤を最大化するように、外国親企業の外国内販売量 *X  と輸出量 *T 、及び外国子
企業の生産量 *Y  を決定する。それ故、外国多国籍企業の利潤最大化の第一階の条件は、 
    ( ) ( ) ,0*******' =−−+ CtZpXZp                                (i) 
    ( )( ) ( ) ( ) ,0****'**' =−−−++ CtTgZpYTZp                       (ii)  (11) 
    ( )( ) ( ) ,0***' =−−++ τcZpYTZp                               (iii) 
で与えられる。そして、第二階の条件は、 
  ( ) ( ),2 *'*"11 ZpXZpD ∗∗∗∗ +=  ( )( ) ( ) ( )**"'**"*22 2 TgZpYTZpD −++=  





































第 2 ステージにおける産業均衡は、(9) と (11) で表される 6本の均衡方程式を同時
に満たす X , T , Y , *X , *T  及び *Y  の 6 個の内生変数の組み合わせによって表
され、クルノー的競争を行う複占を前提にしているのでクルノー・ナッシュ均衡とも呼
ばれる。そこで、(9) と (11) から成る均衡方程式体系を解いて X , T , Y , *X , *T  
及び *Y  の値を求めると、産業の均衡解が得られる。 
ところが、(9) と (11) の 6 本の方程式から構成される産業の均衡方程式体系を入念
に観察すると、6 個の内生変数の内、自国市場の財供給を構成する自国親企業の自国内
販売量 X , 外国親企業の輸出量 *T 、及び外国子企業の生産量 (= 自国内販売量) *Y  は、 
(11-ii), (11-iii) 及び (9-i) の 3本の均衡方程式にのみ含まれる一方、外国市場の財
供給を構成する自国親企業の輸出量 T 、自国子企業の生産量 (= 外国内販売量) 、及
び外国親企業の外国内販売量 
Y





解が独立に決定されることを意味している。 すなわち、産業の均衡方程式体系は 6 個の
内生変数 X , T , Y , *X , *T  と *Y  を含む6本の方程式から構成されているが, X , 
*T  と *Y  の均衡解は (11-ii), (11-iii) 及び (9-i) によって決定される一方, T , Y  




第 3節 環境汚染課税の戦略的有効性 
3.1 自国財市場と環境汚染課税 
 産業の均衡方程式体系に関して分離定理が成立するという前節の議論に従うと、外国
親企業の輸出量 *T  と生産量 *Y 、及び自国親企業の自国内販売量 X  の均衡値は、自
国の財市場に関係する均衡式体系、すなわち、 
        ( )( ) ( ) ( ) ,0****'**' =−−−++ CtTgZpYTZp                   (11-ii)  
        ( )( ) ( ) ,0***' =−−++ τcZpYTZp                      (11-iii) 
        ( ) ( ) ,0' =−−+ CtZpXZp                               (9-i) 
で与えられる均衡方程式体系を解くことによって得られる。それ故、以下では、この均











 さて、 *T 、 *Y  及び X  の均衡値は、前掲の (11-ii)、(11-iii) 及び (9-i) から成
る均衡方程式体系に含まれる全てのパラメーターの関数として導出される。従って、こ
の方程式体系を解いて *T 、 *Y  及び X  の均衡値を求めると、それぞれ 
    X  = ( )*** ,,,,, cCCttX τ ,   *T  = ( )**** ,,,,, cCCttT τ ,  
及び  
   *Y  = ( )**** ,,,,, cCCttY τ  




τ  と t、及び外国政府が外国親企業に課す環境汚染税  に依存する。そこ
で、これら環境汚染税の変化が、
*t
*T 、 *Y  及び X  の産業均衡値に如何なる効果を与え
るかを分析する。 
 まず、前述の議論によれば、 *T 、 *Y  及び X  は、外国政府が自国子企業に課す環境
汚染税  から独立であるので、 *τ










                    (13) 
が成立する。また、自国市場における総販売量の定義式 Z  = X  + *T  + *Y  に (13) を










X 、外国親企業の輸出量 *T 、外国子企業の海外
生産量 
*Y 、及び自国内総販売量(= 自国の総消費量) Z  は、全て不変で一定に留まるの
である。 
  しかし、同様の結論は、外国政府が外国親企業に課す環境汚染税 、自国政府が外国
子企業に課す環境汚染税 
*t
τ 、及び自国政府が自国親企業に課す環境汚染税 t  の変化の
ケースでは成立しない。そこで、これら環境汚染税の変化が産業均衡に与える効果を導
出するため、他のパラメーターを所与として、 、*t τ  及び  が変化することを前提に
して、前掲の方程式体系 (11-ii)、(11-iii) 及び (9-i) を全微分すると、 
t










































( )( ) ( ) ( )**"'**"11 2 TgZpYTZp −++=∆ ,  , 
( )( ) ( )ZpYTZp '**"2313 ++=∆=∆ , ( ) ( )ZpXZp '"3231 +=∆=∆ , 及び 
      ( ) ( )ZpXZp '"33 2+=∆
である。 
 そこで、まず (15) より、自国政府が外国子企業に課す環境汚染税 τ  の変化が産業
均衡に与える効果を計算して、前節で議論された需要関数と輸出費用関数の性質 (1), 
(10) と (6) を考慮すると 
 τ∂
∂ *T
 = ( )**"1Tg  > 0,  τ∂∂
*Y






 < 0, 
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   τ∂
∂X
= 
( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }ZpZZpZp ZpXZp '"'
'"
3+
+− > 0                 (16) 
が成立する。また、Z  = X  + *T  + *Y  の両辺を τ  で微分して (16) を代入し、上と
同様に需要関数の性質 (10) を考慮すると, 
    τ∂
∂Z
 = ( ) ( )ZpZZp '" 3
1
+  < 0                                 (17) 
も直ちに求まる。すなわち、自国政府が外国子企業に課す環境汚染税 τ  を上昇させる
と、自国企業の自国内販売量と外国企業の輸出量が増加する一方、外国企業の海外生産
と自国の消費量は減少し、逆のケースでは逆が成立する。 
 次に (15) より、自国政府が自国親企業に課す環境汚染税 t  の変化が産業均衡に与え
る効果を求めて、需要関数の条件 (10) と (12) を考慮すると、 











( )( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }ZpZZpZp ZpYTZp '"'
'**"
3+







( )( ) ( )












 = ( ) ( )ZpZZp '" 3
1















 = ( )*"*
1
Tg
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1
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にした (20) と (21) に関する上の議論は排除される。しかし、外国政府が環境汚染税




 産業における自国親企業の輸出量 T , 自国子企業の生産量(= 外国内販売量) Y 、及
び外国親企業の外国内販売量 *X  の均衡値は、均衡方程式体系 
       ( )( ) ( ) ( ) ,0'*' =−−−++ ∗∗∗ CtTgZpYTZp                   (9-ii)  
 ( )( ) ( ) ,0*****' =−−++ τcZpYTZp                     (9-iii) 
 ( ) ( ) ,0*******' =−−+ CtZpXZp                  (11-i) 
を同時に満たす T , Y  及び *X の値であり、 
   *X  = ( )cCCttX ,,,,, **** τ ,   = T ( )cCCttT ,,,,, ***τ   
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及び 
    Y  = ( )cCCttY ,,,,, ***τ  
で与えられる。 
 明らかに、産業均衡における T , Y  及び *X  は、自国政府が外国子企業に課す環境
汚染税 τ  から独立であるので、 








                                       (22) 
が成立する。また、(22) の結果を外国市場における総販売量 (= 外国の消費量) の定義
式 *Z  = *X  + T  + Y  に考慮すると、前項と同様の推論により 






                               (23) 
も直ちに求まる。すなわち、自国政府が外国子企業に課す環境汚染税 τ  の変化は、自
国親企業の輸出量、自国子企業の生産量、外国親企業の外国内販売量、及び外国内総販
売量 (= 外国の消費量) には何らの効果を与えない。 
 ところが、T 、Y  及び *X  は、その他の環境汚染税 t ,  及び  に依存するので、
一般に、これら環境汚染税の変化に伴い変化する。そこで、これら変数間の依存関係を
吟味するため、これらの環境汚染税の変化を考慮して前掲の方程式体系 (9-ii)、(9-iii) 
及び (11-i) を全微分すると、 
*τ *t

























































 ,  =  =  = ( )( ) ( ) ( )TgZpYTZp "**'**"*11 2 −++=∆ *12∆ *21∆ *22∆ ( )( )YTZp +**" + ( )**'2 Zp , 
 ,  ( )( ) ( **'**"** ZpYTZp ++=∆=∆ )2313 ( ) ***"** XZp=∆=∆ 3231  ( )**' Zp+   及び 
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 ( ) ( )**'***"*33 2 ZpXZp +=∆   
である。 
 ここで、まず(24) より、外国政府が自国子企業に課す環境汚染税  の変化が産業均





 = ( )Tg "
1
 > 0, *τ∂
∂Y
  = ( )Tg "














( ) ( )





+−  > 0,              (25) 
が導出される。また、(25)の結果を *Z  = *X  + T  + Y  に考慮すると、先と同様に 




 < 0                          (26) 
が成立する。すなわち、外国の政府が自国子企業の環境汚染に課す環境汚染税の上昇は、
自国親企業の輸出量と外国親企業の外国内販売量を増加させる一方、自国子企業の生産
量と外国内総販売量 (= 外国消費量) を減少させる効果を持ち、逆のケースでは逆が成
立する。 
 次に (24) より、外国政府が外国親企業に課す環境税  の変化が産業均衡に与える
効果を求めて、前節で提出された需用関数の性質 (10) 及び (12) を考慮すると、 
*t









( )( ) ( )





++−  > 0, 







( )( ) ( )








 < 0                (27) 
となり、また、これらの結果を *Z  = *X  + T  + Y  に考慮すると 










売量 (= 外国消費量) を減少させる効果を持ち、逆のケースでは逆が成立する。しかし、
外国の政府が外国親企業の環境汚染に課す環境汚染税の変化は、自国企業の輸出量には
何ら効果を与えないのである。 
 最後に (24) より、自国政府が自国親企業に課す環境税 t  の変化が産業均衡に与える






 = ( )Tg "





 = ( )Tg "
1





 = 0,        (29) 
が成立し、また、前と同様の推論より 



















トロール変数である 2 つの環境汚染税 (自国政府が外国子企業と自国親企業に課す環境













a: 自国政府が外国子企業に課す環境汚染税 τ  の上昇は、外国多国籍企業の海外生産量 
*Y 、総生産量 ( )*** YTX ++  及び海外販売量 ( )** YT +  を減少させる一方、外国多国籍
企業の国内生産量 ( )** TX +  と輸出量 *T  及び自国多国籍企業の国内生産量 ( )TX + 、
国内販売量 X  と総生産量 ( )YTX ++  を増加させる効果を持ち、逆のケースでは逆が
成立する。しかし、この環境汚染税 τ  の変化は、外国多国籍企業の国内販売量 *X  及
び自国多国籍企業の輸出量 T 、海外生産量 Y  と海外販売量 ( )YT +  には何ら効果を与
えない。 




































c: 自国政府が外国子企業に課す環境税 τ  の変化は、自国の財消費量 ( )** YTX ++  (= 
自国内総販売量) に正の効果を与えるが、外国の財消費量 ( )YTX ++*  (=外国内総販売
量) には何ら効果を与えない。 
 
 次に、命題 1 と同様の推論により、自国政府により自国親企業に課される環境汚染税
の変化が自国と外国の多国籍企業の経済活動、財市場のマーケットシェアー、及び消費
量に与える効果を求めると、命題 2 が成立する。 
 
命題 2. 
a: 自国政府が外国子企業に課す環境汚染税 t  の上昇は、外国多国籍企業の海外生産量 
*Y 、総生産量 ( )*** YTX ++ 、海外販売量 ( )** YT +  及び自国多国籍企業の海外生産量 
 を増加させる一方、自国多国籍企業の国内生産量 Y ( )TX + 、輸出量 T 、国内販売量 
X  及び総生産量  を減少させる効果を持ち、逆のケースでは逆が成立する。
しかし、外国多国籍企業の国内販売量 
( YTX ++ )
*X  と輸出量 *T  及び自国多国籍企業の外国内
販売量 (  は、この環境汚染税 t  の変化から独立である。 )YT +



































c: 自国政府が自国親企業に課す環境税 t  の変化は、自国市場での総販売量 (= 自国の
財消費量) ( )** YTX ++  に負の効果を与えるが、外国市場での総販売量 (= 外国の財消
費量) ( )YTX ++*  には何らの効果を与えない。 
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 さて、環境汚染を排出する多国籍企業が属する産業における自国の総余剰を W  とす
ると、これは、テキストブック的な定義を援用して次のように表される。すなわち、 
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  自国の総余剰 = 自国の粗消費者余剰 + 自国の生産者余剰  











 まず、自国の粗消費者余剰を ( )ZS  とすると、2 節 2 項において提出された需要関数
を使用して、  =  と定義される。次に、自国の生産者余剰は自国の
多国籍企業の利潤 Π  に等しく、2節 3項の議論を考慮すると、 
( )ZS ( ) ( )ZZpdxxpZ −∫0

















                         ( TX )+Φ  > 0, ( )TX +Φ '  > 0, ( )TX +Φ"  >0, 
2. 外国子企業の環境ダメージ関数: ( )*Yφ  > 0, ( )*' Yφ  > 0, ( )*" Yφ  > 0, 
3. 外国親企業の環境ダメージ関数: 
                    ( )** TX +Ψ  > 0, ( )**' TX +Ψ  > 0, ( )**" TX +Ψ  > 0, 
そして、 
4. 自国子企業の環境ダメージ関数: ( )Yψ  > 0, ( )Y'ψ  > 0, ( )Y"ψ  > 0, 








それ故、両国多国籍企業の環境汚染が自国に与える外部不経済 = 自国の環境負荷は、 
        ( )TX +Φα ( )Yβψ+ ( )*** TX +Ψ+α ( )** Yφβ+  





 ( ) ( ) ( ) **** ,,;,, YTXtYTXYTXZSW τ+++Π+=  























 = ( ) ( )τ∂+∂
**
' YTXZp  > 0, τ∂
Π∂ *
 = ( )( ) τ∂∂+ XYTZp **'  *Y−  < 0    (32) 
及び 
    
t∂
Π∂
 = ( ) ( )
t
YTXZp ∂
+∂ **'  ( TX )+−  < 0, 
t∂
Π∂ *
 = ( )( )
t
XYTZp ∂
∂+ **'  > 0 (33)  







算し、需要関数の性質 (1) と前節の分析結果 (17) と (19) を代入すると、 
      τ∂
∂CS
 = ( ) τ∂





 = ( )
t
ZZZp ∂
∂− '  < 0             (34) 
が成立する。すなわち、自国政府の環境汚染税 τ  と t  の上昇は、共に自国の粗消費者
余剰を減少させる効果を持ち、そして、逆のケースでは逆が成立する。これは、自国政
府の環境汚染税 τ  と  の変化が、それぞれ自国多国籍企業の利潤に逆方向の効果を与
えることを示した (32) と (33) と対象的である。 
t
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 さらに、外国の粗消費者余剰 ( )** ZS  は、 ( )** ZS  =  と定義され
るので、自国政府が課す環境汚染税 





τ  と t  の変化が ( )** ZS  に与え 
る効果を計算して、前節の分析結果 (23) と (30) を代入すると、 










 = 0              (35) 
が成立する。それ故、(34) の結果は、(35) の結果とも大きく異なっていることが理解
される。そこで、(32),(33),(34) 及び (35) の議論を纏めると、次の命題が提出される。  
 
命題 3. 













そこで、世界の総環境汚染ダメージを記号を Ω  で表すと、前項の議論によれば、 
     =  + Ω ( )TX +Φ ( )Yψ  + ( )*Yφ  + ( )** TX +Ψ   





 = ( )TX +Φ ' ( )τ∂
+∂ TX
+ ( )Y'ψ τ∂
∂Y
 + ( )*' Yφ τ∂∂
*Y
 + ( )**' TX +Ψ ( )τ∂+∂
** TX
























  (37) 
が求まる。 
上で導出された 2つの式 (36) と (37) の右辺において、第 1項と第 2項は自国多国
籍企業の生産変化に伴う環境ダメージの変化であり、第 3 項と第 4 項は外国多国籍企業
の生産変化に伴う環境ダメージの変化を表している。それ故、自国政府が外国子企業に







  また、(36) と (37) の右辺において、第 1 項と第 3 項は自国における環境ダメージ
の 変化を表し、第 2 項と第 4 項は外国における環境ダメージの変化を表している。そ


































 = ( ) τ∂
∂− ZZZp '  + ( ) ( )τ∂+∂
**
' YTXZp  + *Y  + ττ ∂
∂ *Y
  
          ( ) τα ∂
∂+Φ− XTX'  ( ) τα ∂∂+Ψ−
*
**'* TTX ( ) τφβ ∂∂−
*
*'* YY   = 0, (38) 
及び 





 = ( )
t
ZZZp ∂
∂− '  + ( )
t
YXZp ∂








∂ *τ  
           ( ) ( )
t
TXTX ∂
+∂+Φ− 'α  ( )
t
YY ∂











がゼロになる水準に決定されるのである。   
 また、自国の総余剰最大化の第二階の条件は、均衡の近傍において、 





































に課す環境汚染税 τ  の最適水準  を考察すると、 eτ
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    = eτ ( )*'* Yφβ  + { ( ) ( )τ∂+∂−
**
' YTXZp  *Y− }/ τ∂
∂ *Y
  
         + { ( ) τ∂
∂ZZZp '  + ( ) τα ∂
∂+Φ XTX'  + ( ) τα ∂∂+Ψ
*
**'* TTX }/ τ∂
∂ *Y
   (40) 





和) が粗消費者余剰と環境ダメージに与える効果 (= 第三項) の絶対値より大きいなら
ば正になり、逆のケースでは負になるのである。 
また、(40) の右辺には、自国政府が外国親企業、自国親企業及び外国子企業の環境
ダメージに付す環境評価係数 、*α α  及び  が含まれるので、自国政府が外国子企業
に課す環境税の最適水準は、これらの環境評価係数に依存する。そこで、先と同様に需
要関数、環境ダメージ関数、及び (16) と (17) の結果を考慮すると、自国政府が外国
子企業に課す環境汚染税の最適水準は、  の増加関数そして 
*β
*β α  と  の減少関数で
あることが判る。すなわち、  が大きい程、そして、
*α













次に、(39) より自国政府が自国親企業に課す環境汚染税 t  の最適水準  を求める
と、 
et











  + { ( )
t
ZZZp ∂





'   
  + ( )
t
YY ∂
∂ **'*φβ  + ( )
t
YY ∂





    (41) 
が成立する。それ故、需要関数、環境ダメージ関数、及び (18) と (19) の結果を考




の何れかが十分に小さければ、第 1 項と第 2 項に比較して第 3 項が優勢になり、自国政
府が自国親企業に課す環境税の最適水準が負になる可能性がある。 
 また、先の議論と同様の推論により、(41) の右辺に需要関数、環境ダメージ関数、(18) 
と (19) の結果、及び (40) に関する議論を考慮すると、自国政府が自国親企業に課す
環境汚染税の最適水準は、自国親企業の環境ダメージに対する環境評価係数 α  の増加
関数である一方、自国子企業及び外国の親企業と外国子企業の環境ダメージに対する環



















国子企業) に課す環境汚染税を上昇 (下落) させる効果を持ち、逆のケースでは逆が成
立する。そして、外国子企業の環境ダメージに付す環境評価係数上昇は、自国政府が自




業に課す環境汚染税を下落 (上昇) させるのみである。 






















 この項では、自国政府によって採用される 2つの環境汚染税 τ  と t  の変化が、外国
の総余剰に与える効果を吟味する。そこで前項と同様に、外国政府は環境汚染に無頓着 
(全ての環境評価係数がゼロ) で、環境汚染税を課さないという前提の下で、外国の総余
剰  を定義すると、 *W
  ( ) ( )******* ,,;,, YTXYTXZSW Π+=  













 = ( )( )
t
XYTZp ∂

























 さて、前々節の経済厚生の定義に従うと、世界の経済厚生 = 自国と外国の結合経済厚
生は、自国と外国の総余剰の和で表すことが出来る。そこで、前項と同様、自国政府は
環境汚染を重要視し環境汚染税を課す一方、外国政府は環境汚染に無頓着で環境汚染税
を採用しないという前提の下で、世界の総余剰  を定義すると、 WW
        *WWWW +=
と表される。このとき、自国政府は、この世界の総余剰を最大化するように自己の環境
汚染税 τ  と  を決定するならば、世界の総余剰最大化の第一階の条件は、 t








 + ( )( ) τ∂∂+ XYTZp **'  *Y−  = 0,   (42) 
及び         




















 + ( )( )
t
XYTZp ∂
∂+ **'  = 0           (43) 
で与えられる。そして、第 2階の条件は、均衡の近傍で、 



































が外国子企業と自国親企業に課す最適環境汚染税をそれぞれ  と  とすると、こ
れらは、(42) と (43) を同時に解いて得られる 
Weτ Wet
τ  と t  の水準である。 
 さて、以上の議論を考慮すると、世界の総余剰を最大化するとき、自国政府が外国子
企業に課す最適環境汚染税  は (42) を満たす一方、自国の総余剰を最大化するとき、Weτ
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自国政府が外国子企業に課す最適環境汚染税  は eτ τ∂
∂W
 = 0 を満足する。それ故、第 2 
節の議論より { ( )( ) τ∂∂+ XYTZp **'  *Y− } < 0 が成立すること、及び前掲の第 2 階の条




 が成立することを考慮すると、  と  の間に Weτ eτ
        <  Weτ eτ
の関係が成立する。すなわち、自国政府が外国子企業に課す環境汚染税は、自国の総余
剰を最大化するケースの方が世界の総余剰を最大化するケースより大きい値をとる。 
 他方、上と同様に、第 2 節の議論より ( )( )
t
XYTZp ∂
∂+ **'  > 0 が成立し、かつ前掲の




 が成立することを (43) に適用すると、世界の総余剰を
最大化する時に自国政府が自国親企業に課す最適環境汚染税  と、自国の総余剰を最
大化する時に自国政府が自国親企業に課す最適環境汚染税  の間に 
Wet
et































































 命題 1 と命題 2 は、自国政府のコントロール変数である 2 つの環境汚染税 (外国子
企業と自国親企業に課す環境汚染税) の変化が、自国と外国の多国籍企業の生産・貿易
構造・マーケットシェアー、及び自国と外国の財消費水準に与える効果を提出している。





























































































































































の逆輸出) することから得られる利潤の大きさだけ (7) の利潤と異なり 
  ( )( ) ( )( )YTYTXpyXyYTXp ++++++++=Π ∗ ***       
               ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ).yYTXtyhTgyYcTXC +−+−−−+−+− ∗τ    (   )'7
と定義される。ここで、  は自国子企業の自国市場への財の供給量 (自国への財の逆輸




( )yh ( ) 0' >yh
X , 自国親企業の輸出量 T 、自国子企業の生産量 Y  及び自
国子企業の逆輸出量  の 4変数になる。従って、自国の多国籍企業の利潤最大化の第 1
階の条件は、 
y
                                  (i) ( )( ) ( ) ,0' =−−++ CtZpyXZp
      ( )( ) ( ) ( ) ,0'*' =−−−++ ∗∗∗ CtTgZpYTZp                    (ii)    ( )'9
      ( )( ) ( ) ,0*****' =−−++ τcZpYTZp                           (iii)  











先の議論から明らかなように, X , *T  及び *Y  の均衡値は、 
        ( )( ) ( ) ( ) ,0***'**' =−−++ CTgZpYTZp                      (11-ii)  
 ( )( ) ( ) ,0***' =−−++ τcZpYTZp                            (11-iii) 
        ( ) ( ) ,0' =−−+ CtZpXZp                        (9-i) 
の方程式体系を同時に満足する X , *T  及び *Y  の値であり、上の方程式体系を解くこ
とによって求められ、この方程式体系に含まれる全てのパラメーターの関数として導出
される。そこで、自国政府による環境税変化の効果を求めため、他のパラメーターを不
変として、自国の環境税τ  と  の変化を考慮しながら、上で示された方程式体系を全
微分すると 
t










































( )( ) ( ) ( ),2 **"'**"11 TgZpYTZp −++=∆  ( )( ) ( )ZpYTZp '**"222112 2++=∆=∆=∆ ,  
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   ,     ( )( ) ( )ZpYTZp '**"2313 ++=∆=∆ ( ) ( )ZpXZp '"3231 +=∆=∆ ,        
       及び  ( ) ( )ZpXZp '"33 2+=∆ ( ) ( ) ( ) ( ){ }ZpZZpZpTg '"'**" 3+−=∆  < 0 
である。かくして、(15) より外国の子企業に課す自国の環境税τ  の変化が X , *T  及
び *Y に与える効果を求めて、(1), (6) 及び (10) を考慮すると、 
  τ∂
∂ *T
 = ( )**"1Tg  > 0,  τ∂∂
*Y










( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }ZpZZpZp ZpXZp '"'
'"
3+
+−  > 0                                 (16) 
が成立する。また、Z  = X  + *T  + *Y  であるので、上の結果を考慮すると、外国の
子企業に課す自国の環境税τ  の変化が自国市場への総供給量 Z (=自国の当該財の消費
量)に与える効果として 
    τ∂
∂Z
 = ( ) ( )ZpZZp '" 3
1
+  < 0                                     (17) 
も直ちに求まる。同様にして、 t  変化の効果に関しては次を得る。すなわち、 











( )( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }ZpZZpZp ZpYTZp '"'
'**"
3+
++−  > 0, 






( )( ) ( )






 < 0.                               (18) 
及び, 





 = ( ) ( )ZpZZp '" 3
1






1. 特に 1980 年代の半ば頃以降、様々な国際寡占のモデルに基づく戦略的貿易政策を議
論した論文の数が増加してきた。それらを全て挙げることは出来ないが、エアトンとグ
ロスマン (1986) はベルトラン的寡占モデルを構築する一方、ブランダーとスペンサー 
(1983) 及びスペンサーとブランダー (1983) はクルノー的寡占モデルを提出した。そし
て、メイとウォング (1989)、オクグチ (1991) 及びフタガミとオクムラ (1994) は労働
者自主管理企業と利潤最大化企業からなる混合寡占モデルを提示した。さらに、スペン
サーとジォンズ (1992) 及びイシカワとリー (1997)は、中間財と最小財を生産かつ貿易
する垂直的統合寡占モデルを考案した。  
2. この他、モッタ (1994) は、2 国、2企業からなる国際環境経済モデルを提出したが、
自国企業は海外に生産拠点を持つが外国企業は海外に生産拠点を持たない、財の需要関
数は線形である、環境汚染はローカルである等、本研究とは異なる前提を採用している。 
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